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 仙北市における部活動の地域移行推進計画 
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Ⅰ 推進計画策定の背景 

 
１ 国の動向と本県の現状 
 国の動向として、平成３１年（令和元年）には中央教育審議会、国会におい

て、学校における働き方改革の観点を含めて、部活動を学校単位から地域単位

の取組とすることが指摘された。これを踏まえ、令和４年１２月にはスポーツ

庁及び文化庁により、「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方に関す

る総合的なガイドライン」が公表された。このことにより、学校部活動の適正

な運営や効率的・効果的な活動の推進とともに、学校部活動の地域連携並びに

地域クラブ活動への移行に向けた取組方針や対応に関する国の考え方が明確に

示された。これらを踏まえ、本県では、令和５年に「秋田県における部活動地

域移行推進計画」を策定し、令和５年度から令和７年度までの３年間を改革推

進期間と定め、まずは休日の部活動から段階的に地域移行を進めることが示さ

れた。 
 現在では、全国のモデル地域で政策課題実践報告会や重点地域の政策課題へ

の取組に関するシンポジウムを開催するなど、環境整備の在り方を周知する機

会が多くなった。しかしながら、各都道府県、各地区で状況が異なるため、実

践例を活用できず、県内外のたくさんの市町村で地域移行に苦慮している。 
スポーツ庁と文化庁の有識者検討会では、中学校部活動の地域移行に関する

提言の中間骨子案を令和６年１１月にまとめた。次期改革期間を前期（令和８

～１０年度）、中間評価をはさみ、後期（令和１１年度～１３年度）の二期と

し、これから改革に取り組む地方公共団体においても前期で地域展開（困難な

場合は地域連携）に着手することとした。 

 本県の現状を考えると、少子化の影響により、部活動の加入数が減少し、近

年では学校外のスポーツクラブ・団体等に所属する子どもが増えている。子ど

も達を取り巻く環境の変化やニーズの多様化が見られ、部活動における団体競

技については単独校でのチーム編成が難しく、合同チームでの参加が余儀なく

されている。そのため従来の枠組みでは部活動の維持が一層難しくなっている。

また、生徒指導問題や感染症への対応など、教職員が取り組まなければいけな

い課題も多様化・複雑化しており、厳しい勤務実態が社会問題化している。超

過勤務の主な理由として部活動があげられるため、早急の対応が必要となって

いる。 

 

２ 本市の中学校部活動を取り巻く現状 
（１）生徒数の推移 
  本市の中学校生徒数は令和６年度は４９１人、令和１３年度は３１９人と 

なる見込みである。令和６年度の生徒数を１００としたとき、令和１３年度 
は６５となる〔資料１〕。資料からわかるように確実に生徒数の減少が予測 
され、部員数減少に伴う練習環境の悪化やチーム編成の困難さが見込まれる。 
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〔資料１ 令和６年度の生徒数を１００とした生徒数の割合推移〕 

 
（２）学校適正配置に伴う学校統廃合計画 

各学区で説明会や情報交換会を繰り返し、仙北市では数年後には、中学校

は２～３校になることが見込まれる。新設校ができても、市内全ての中学校

は部員数不足が想定され、合同チームでの参加が必要となる。 
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Ⅱ 推進計画の基本的な考え 

 １ 策定趣旨  
   子ども達が、主体的にスポーツ・文化芸術活動に親しむことができる環

境づくりを目指し、学校・保護者・地域・行政が連携の下、総合的・計画的

な取組等を推進していくために本推進計画を策定する。 

 

 ２ 位置付け 

     本推進計画はスポーツ庁や文化庁のガイドラインや文部科学省による働

き方改革を参考にし、地域の実態に応じた休日の部活動地域移行の在り方

について検討し、具体的な取組やスケジュール等を定めた計画として位置

付けるものである。 

 

 ３ 実施期間・取組 

    令和８年度までに本市では休日の部活動地域移行を段階的に行うことを

目指す。まずは既存の環境を生かしながらの条件整備等を考えているが、

学校規模等による事情もあり、ゆるやかに取組を進めていく必要がある。 

 

 ４ 目指す姿 

   令和６年度は部活動指導員を６名配置しており、推進本部と統括コーデ

ィネーターの設置をした。現在、スポーツ及び文化芸術活動における指導

者登録システムを構築し、学校部活動指導者の公募を行っている。目指す

姿は「子ども達が主体的にスポーツ・文化芸術活動に親しむことのできる

環境づくり」になる。 
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Ⅲ 学校部活動の地域移行の全体像 

 １ 地域移行に係る組織体制 

   子ども達がスポーツ・文化芸術活動に親しむための新たな環境整備に当

たっては、部活動地域移行推進本部を組織し、行政、学校、スポーツ・文

化芸術団体等の多くの関係者が連携し、段階的・計画的に取り組んでいく。 

〔図１〕 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

                                   

 

 

 

 

 

 〔図１ 組織体制〕 

 
 
 ２ 地域移行に係る組織形態 

      本市では各地区及び各学校において、さまざまな条件整備等が考えられ

ることから、３つのパターンを組織形態として、順次進めていく予定であ

る〔図２〕。パターンＡについては、課題を確認しながら、各競技団体や

文化芸術団体を通じて受け入れを検討してもらう。パターンＢについては

小規模校による合同チームや学校の適正配置の関係から拠点校を設けて活

動できる体制を構築するものである。パターンＣについてはスポーツ等を

行っている企業等を活用するものである。パターンＢは、教職員の関わり

が大きいと思うが、いずれはパターンＡやパターンＣのように地域移行し

ていきたい形態である。 
 

部活動地域移行推進本部 

スポーツ協会、芸術文化協会、スポーツ推進委員会、スポーツ少年団 

観光文化スポーツ部スポーツ振興課 

 
市校長会、市 PTA 連合会 

市中学校体育連盟代表、市吹奏楽連盟代表 

事務局 教育委員会北浦教育文化研究所 
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     パターンＡ      パターンＢ      パターンＣ 

 

 〔図２ 組織形態〕 

 

 

 

３ 地域移行の取組 

地域移行を進めるにあたっては、体制整備はもちろん、行政、学校、競 

技団体・文化芸術団体等の関係機関との連携が重要となる。しかしながら、

各部活動の地域移行に伴う関係機関どうしの合意形成や生徒、保護者の理

解・協力など課題があること、競技や種目によって事情が違うことから、地

域移行を進められる部活動から段階的に移行していくものとし、まずは現

状の部活動単位で休日のみの移行を先行する。 
平日の活動については、文部科学省で示される学習指導要領、日本中学校

体育連盟（中体連）主催大会への参加、各種目のコンクール、コンテストへ

の参加等の状況を踏まえ、適宜移行していく。現在進めている地域移行の具

体的な取組は次の通りである。 
   

（１）統括コーディネーター１名配置（Ｒ６） 
（２）部活動指導員６名配置（Ｒ５、Ｒ６） 
（３）指導者登録システム（スポーツ・文化芸術）構築（Ｒ６） 
（４）アンケートの実施 

・中学生、保護者、各スポーツ競技団体（Ｒ５） 
・小学生（５・６年）、保護者    （Ｒ６） 

 （５）シーズンオフの休日合同練習のお願い（Ｒ６） 
 

市内各中学校の部活動 

スポーツ協会、 
スポーツ少年団、 
総合型 
スポーツクラブ、 

芸術文化協会 

種目毎に 
拠点校設置 

（ 市内中学校 
連携方式 ） 

企業活動 
団体 

既存団体へ 拠点校へ 企業等へ 
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Ⅳ 部活動地域移行に向けた課題に対する対応 
 
１ 実施・運営団体 

   本事業を運営する組織は、持続性を考え、地域で認知されていること、 
信頼のおける事業者、団体であることが望ましい。各中学校も当事者と 
して、子ども達が主体的にスポーツ・文化芸術活動に親しむことのでき 
る環境づくりを目指すことが必要である。 
 本市では、運営主体については、スポーツについては仙北市スポーツ 
協会、文化芸術活動については仙北市芸術文化協会を想定し検討を進め 
ていく。なお、各競技、種目のクラブ・団体運営に関しては、既存の団 
体を尊重して運営を行っていただきたい。 

 
２ 指導者 
   指導者については登録制とし、資格保有の如何を問わず募集する。指

導者の登録システムを運用して、全ての指導者を管理する。 
資質・能力の確保・維持については、管理者が定めた規則を遵守する 

ことや、指定の研修や講習会等を受講することを条件とする。ここでの 
研修・講習会は、暴力暴言・ハラスメント等の不適切行為のない活動を 
するための研修内容等が考えられる。また、競技や種目によっては、資 
格保有（ライセンス等）が条件となる場合がある。 
 指導者の報酬については、財源、単価、支給方法等を検討していく。 

 
３ 活動拠点 

活動拠点については、学校施設、公共の体育施設、社会教育施設等を 
中心に、効果的な運営、活動ができるように検討していく。活動に関わ 
る備品の利用や管理などは各競技や種目によって異なるので施設の管理 
者と団体の代表は事前に相談を重ねることが必要である。活動にあたっ 
ては、学校既存の部活動備品の使用する場合は、各学校と協議をして、 
借用か、譲渡かの確認をしなくてはならない。なお、部活動備品の修理 
や新たな活動備品購入は、各団体の負担になる。 
 

４ 保護者負担 
活動の経費や保険料、大会等の参加料等の保護者負担（会費）が発生 

することが想定される。現状の部活動費（保護者会費）相当の設定が考 
えられるが、競技や種目によって事情が異なるので、保護者に理解を得 
ながら設定することが必要である。保険料については学校の共済は対象 
外となるため、生徒・指導者ともに自己負担となる。なお、指導者報酬 
については、持続可能な運営の観点から、市の支給の他に会費負担も含 
め検討する必要がある。 
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５ 学校部活動の地域移行の全体的な方向性 

 
〔図３ Ｒ８までのイメージ〕 

 
土日の学校部活動を、Ｒ８からの地域移行を目指す。ただし、生徒、保護者、

教員の負担が多くならないように、無理のないゆるやかな移行を目指す。現状、

仙北市では中学校の統廃合を控えるため、慎重に進める必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


